
1

報道関係者 各位

来春新規高等学校卒業予定者の求人倍率 1.５３倍
（対前年差 0.07 ポイント上昇）

新規高等学校卒業予定者の求人・求職状況（平成 25 年 8 月末現在）は、以下のとおり

となっています。

求人数は、総数では 17,066 人であり、前年同期を 4.0％上回っていますが、平成 25

年 3 月高卒就職決定者の 55.2％が就職している製造業の求人数は 7,576 人、前年同期比

7.5％減となっています。また、企業規模においては、500 人以上規模企業の求人数は

3,903 人、前年同期比 13.5％減となっており、今年度も引き続き厳しい状況にあると言

えます（4 ページ参照）。

◆9 月 16 日より平成 26 年 3 月新規高等学校卒業予定者の採用選考開始

平成 26 年 3 月新規高等学校卒業予定者の採用選考が 9 月 16 日より開始されました。

採用選考の際は、国籍、性別、障害者、定時・通信制課程の生徒であることなどを理

由に就職の機会が失われることのないよう、就職の機会均等を保障していただきますよ

うお願いします。

◆「平成 26 年 3 月新規高卒者企業説明会」開催予定

愛知労働局及び公共職業安定所では、各高等学校等と連携し、「平成 26 年 3 月新規高

卒者企業説明会」を愛知県内 3 会場において開催し、就職支援に積極的に取り組んでま

いります。

・平成 25 年 10 月 25 日（金） 西三河会場（刈谷市産業振興センター）

・平成 25 年 11 月 6 日（水） 東三河会場（ホテルアソシア豊橋）

・平成 25 年 11 月 13 日（水） 名古屋・尾張会場

（愛知県産業労働センター〈ウィンクあいち〉）

・求人数 １７，０６６人（対前年比 ４．０％増加）

・就職希望者数 １１，１８８人（対前年比 ０．５％減少）

・求人倍率 １．５３倍（対前年差 ０．０７ポイント上昇）

平成２５年９月３０日（月）

【照会先】
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① ② ③

（人） （前年比％） （人） （前年比％） （① / ②）倍 （前年差P）
１６年３月卒 13,730 2.1)(▲ 10,836 0.1)(▲ 1.27 0.02)(▲

１７年３月卒 17,789 29.6)( 11,051 2.0)( 1.61 0.34)(

１８年３月卒 25,210 41.7)( 11,502 4.1)( 2.19 0.58)(

１９年３月卒 31,706 25.8)( 11,631 1.1)( 2.73 0.54)(

２０年３月卒 34,239 8.0)( 11,692 0.5)( 2.93 0.20)(

２１年３月卒 34,549 0.9)( 11,724 0.3)( 2.95 0.02)(

２２年３月卒 15,629 54.8)(▲ 10,748 8.3)(▲ 1.45 1.50)(▲

２３年３月卒 13,988 10.5)(▲ 10,688 0.6)(▲ 1.31 0.14)(▲

２４年３月卒 15,331 9.6)( 10,816 1.2)( 1.42 0.11)(

２５年３月卒 16,409 7.0)( 11,240 3.9)( 1.46 0.04)(

２６年３月卒 17,066 4.0)( 11,188 0.5)(▲ 1.53 0.07)(

高

校

愛知労働局職業安定部職業安定課

新規高校卒業者の求人・求職・就職状況の推移（各年8月末現在）
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平成２５年度（８月末現在）

Ａ 名古屋市内 6,154 (5.3) 3,246 (0.6) 1.90 (0.09)

3,040 (12.5) 1,016 (-2.6) 2.99 (0.40)

1,660 (-7.0) 844 (-1.4) 1.97 (-0.11)

1,454 (7.1) 1,386 (4.4) 1.05 (0.03)

Ｂ 尾張地域 4,364 (5.4) 3,070 (-1.9) 1.42 (0.10)

1,032 (43.7) 780 (-4.8) 1.32 (0.44)

1,073 (-0.8) 766 (-6.2) 1.40 (0.08)

150 (-7.4) 147 (2.8) 1.02 (-0.11)

621 (6.3) 423 (5.2) 1.47 (0.02)

489 (-9.6) 338 (3.7) 1.45 (-0.21)

999 (-5.3) 616 (-1.1) 1.62 (-0.07)

Ｃ 西三河地域 4,912 (-1.9) 3,171 (-0.6) 1.55 (-0.02)

667 (6.0) 893 (-0.4) 0.75 (0.05)

1,678 (-2.8) 914 (-4.1) 1.84 (0.03)

2,209 (-3.6) 1,096 (-0.8) 2.02 (-0.05)

358 (-0.3) 268 (13.6) 1.34 (-0.18)

Ｄ 東三河地域 1,636 (15.4) 1,701 (0.5) 0.96 (0.12)

1,074 (21.4) 976 (-3.8) 1.10 (0.23)

479 (4.6) 566 (4.0) 0.85 (0.01)

83 (10.7) 159 (18.7) 0.52 (-0.04)

（注）１．①欄「求人数」は、県内の事業所から県下各公共職業安定所で受け付けたものである。
２．②欄「就職希望者数」は、就職希望者のうち自営、縁故就職・公務員への応募者等を除く、
学校又は公共職業安定所の紹介を希望する者である。
３．（ ）内は、前年同月比である。
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合 計

17,066 人 11,188 人 1.53 倍

平成２６年３月新規高等学校卒業者の求人・求職・就職の状況

項目
①求人数 ②就職希望者数

③求人倍率
（①／②）安定所名
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平成25年8月末現在
項 目

産業・職業・規模 対前年同期比(%)
Ａ，Ｂ 農，林，漁業（01～04） 28 154.5% 0.2%
Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業（05） 3 50.0% 0.0%
Ｄ 建設業（06～08） 1,494 23.0% 6.0%
Ｅ 製造業（09～32） 7,576 -7.5% 55.2%
09 食料品製造業 605 13.5% 4.3%
10 飲料・たばこ・飼料製造業 16 -11.1% 0.2%
11 繊維工業 126 2.4% 0.6%
12 木材・木製品製造業（家具除く） 67 -9.5% 0.6%
13 家具・装備品製造業 68 -11.7% 0.6%
14 パルプ・紙・紙加工品製造業 118 2.6% 0.9%
15 印刷・同関連業 111 -3.5% 0.8%
16 化学工業 127 1.6% 1.0%
17 石油製品・石炭製品製造業 5 25.0% 0.0%
18 プラスチック製品製造業 （別掲を除く） 285 10.0% 2.1%
19 ゴム製品製造業 100 -3.8% 0.6%
21 窯業・土石製品製造業 209 -25.1% 2.0%
22 鉄鋼業 368 -20.2% 1.8%
23 非鉄金属製造業 94 -28.8% 0.8%
24 金属製品製造業 445 -12.4% 4.4%
25 はん用機械器具製造業 426 0.2% 3.2%
26 生産用機械器具製造業 395 12.9% 2.5%
27 業務用機械器具製造業 73 7.4% 0.6%
28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 62 -29.5% 0.5%
29 電気機械器具製造業 510 -3.2% 3.1%
30 情報通信機械器具製造業 102 39.7% 0.5%
31 輸送用機械器具製造業 3,195 -12.8% 23.7%
20,32 その他の製造業 69 -2.8% 0.6%
Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業（33～36） 165 1.9% 1.2%

平成25年3月卒
就職者割合

産業・職業・規模別求人状況
（高校）

求人数

産

業

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業（33～36） 165 1.9% 1.2%
Ｇ 情報通信業（37～41） 147 70.9% 0.7%
Ｈ 運輸業，郵便業（42～49） 837 0.8% 5.6%
Ｉ 卸売業，小売業（50～61） 1,548 10.5% 10.2%
50～55 卸売業 513 -2.7% 4.2%
56～61 小売業 1,035 18.4% 6.0%
Ｊ金融業，保険業（62～67） 69 25.5% 0.6%
Ｋ 不動産業，物品賃貸業（68～70） 158 259.1% 0.5%
Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業（71～74） 285 7.5% 1.3%
Ｍ 宿泊業，飲食サービス業（75～77） 774 11.0% 3.2%
76 飲食店 617 17.7% 2.3%
Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業（78～80） 1,261 23.5% 3.4%
Ｏ 教育,学習支援業（81,82） 7 -41.7% 0.2%
Ｐ 医療,福祉(83～85） 2,100 10.9% 7.7%
Ｑ 複合サービス事業（86,87） 73 35.2% 0.5%
Ｒ サービス業（他に分類されないもの）（88～96） 539 15.7% 3.6%
91 職業紹介・労働者派遣業 60 66.7% 0.3%
92 その他の事業サービス業 320 10.3% 2.1%
Ｓ,Ｔ 公務（他に分類されるものを除く）・その他（97,98,99） 2 - 0.0%
Ａ,Ｂ,Ｃ 管理、専門・技術、事務 2,129 4.8% 16.6%
Ｄ 販売 1,013 12.9% 6.2%
Ｅ サービス 4,110 17.2% 13.3%
Ｈ,Ｉ,Ｊ,Ｋ 生産工程、輸送・機械運転、建設、運搬等の職業 9,631 -1.8% 63.0%
(49～64) 生産工程の職業 7,569 -5.3% 51.7%
(65～68) 輸送の職業 150 8.7% 0.8%
(69,72)定置･建設機械運転､電気工事の職業 505 15.0% 2.7%
(70,71,73～78) 建設・採掘・運搬等の職業 1,407 13.1% 7.9%
上記以外の職業 183 14.4% 0.8%

17,066 4.0% 100.0%
29 人 以 下 3,847 21.2% 17.6%
30 ～ 99 人 4,068 5.8% 23.4%
100 ～ 299 人 3,935 7.2% 23.4%
300 ～ 499 人 1,313 8.8% 8.8%
500 ～ 999 人 823 -15.5% 7.5%
1,000 人 以 上 3,080 -12.9% 19.2%

合 計

規

模

別

別

職

業

別

4


